
１. お客さまが中小企業者である場合　 （単位：件、百万円）

2. お客さまが中小企業者であって、他の金融機関からの借入れがある場合 （単位：件、百万円）

３. お客さまが住宅資金借入者である場合 （単位：件、百万円）

（当組合ホームページ掲載済です。）

　当組合は、地域の健全な事業を営む事業者および個人に対して必要な資金を円滑に供給していくこと、並びに地域の事業
者の経営相談・経営指導および経営改善に関するきめ細かな支援に取り組むことが、地域金融機関の最も重要な役割の一つ
であると認識し、適切なリスク管理態勢の下、方針に則り金融仲介機能を積極的に発揮してまいります。
　つきましては、平成21年12月施行された「中小企業等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律」に基づ
き「貸付の条件の変更等の実施状況」を公表いたします。

貸付の条件の変更等の実施状況（平成21年12月4日から平成23年3月31日まで）

貸付の条件の変更等の申込みを受けた貸付債権

うち、信用保証協会等による債務の保証を受けていなかった貸付債権

うち、実行に係る貸付債権

うち、謝絶に係る貸付債権

うち、審査中の貸付債権

うち、取下げに係る貸付債権

うち、信用保証協会等による債務の保証を受けていた貸付債権

うち、実行に係る貸付債権

うち、謝絶に係る貸付債権

うち、審査中の貸付債権

うち、取下げに係る貸付債権

（平成23年3月末） 件 数 金 額

684

253

220

10

6

17

431

404

6

12

9

16,865

11,332

10,764

182

58

326

5,533

5,259

28

118

127

信用保証協会等による債務の保証を受けていなかった貸付債権に係る
債務者のうち他の金融機関に対しても法の施行日以後に貸付けの条件の
変更等の申込みが行われたことを確認することができた者から、貸付け
の条件の変更等の申込みを受けた貸付債権

うち、実行に係る貸付債権

うち、謝絶に係る貸付債権

うち、審査中の貸付債権

うち、取下げに係る貸付債権

（平成23年3月末） 件 数 金 額

31

29

0

0

2

863

859

0

0

3

貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権

うち、実行に係る貸付債権

うち、謝絶に係る貸付債権

うち、審査中の貸付債権

うち、取下げに係る貸付債権

（平成23年3月末） 件 数 金 額

151

120

14

2

15

2,047

1,547

253

45

201

基本的な考え

具体的な取組計画

■地域密着型金融の取組みにかかる主要計数等の開示
○経営改善支援等の取組み実績【平成22年4月～平成23年3月】

正 常 先
 その他要注意先
 （うち要管理先）
破 綻 懸 念 先
実 質 破 綻 先
破 綻 先
合 計

要
注
意
先

うち経営改善
支援取組み先

α

期　　初
債務者数
A

αのうち期末
に債務者区分
がランクアッ
プした先数

β

αのうち期末
に債務者区分
が変化しなか
っ た 先 数

γ

α の う ち
再生計画を
策定した先数

δ

経 営 改 善
支援取組み率
α/A

ランクアップ率

β/α

再 生 計 画
策 定 率
δ/α

（注）1.期初債務者は平成22年4月当初の債務者数です。
2.債務者数、経営改善支援取組み先数は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先は含んでおり
ません。
3.「α（アルファ）のうち期末に債務者区分がランクアップした先数β（ベータ）」は、当期末の債務者区分が期初よりランクアップした
先です。
4.「αのうち期末に債務者区分が変化しなかった先γ（ガンマ）」は、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先です。
5.「αのうち再生計画を策定した先数δ（デルタ）」は、αのうち中小企業再生支援協議会の再生計画策定先、RCCの支援決定先、当組
合独自の再生計画策定先の合計先数です。
6.期中に新たに取引を開始した取引先は、本表に含みません。

○創業・新事業支援融資実績
平成22年度中 15　件、 352　百万円
（注）創業・新事業支援に資金使途を限定した融資商品の実績のほか、当組合融資等のうち創業・新事業支援としての実績の把握

が可能なものも含んでおります。
○中小企業に適した資金供給手法
①動産・債権譲渡担保融資の実績
平成22年度中 6　件、 44　百万円
（注）1.「動産・債権譲渡担保融資」は、リース債権およびクレジット債権を担保とした融資を除きます。

2.残高は、当組合とお客さまとの間の直接の貸出契約であり、SPCや信託銀行を経由した取引は含みません。
3.動産・債権について、担保権設定契約をしているもののみを対象としております。
うち、売掛債権担保融資
平成22年度中 6　件、 44　百万円
うち、動産担保融資
平成22年度中 0　件、 0　百万円

②財務諸表の精度が相対的に高い中小企業に対する融資商品による融資
平成22年度中 64　件、 1,585　百万円
（注）1.平成18年度以前に取扱いを開始した融資商品のうち、今年度中に融資実績のあるものを含みます。

2.TKCとの連携による融資実績のほか、独自の新商品開発（TKC関連以外）の実績を含みます。

　当組合では「地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクションプログラム（平成17年～18年度）」の主要課題である「事業再生・中小企
業金融の円滑化」「経営力強化」「地域の利用者の利便性向上」に基づき、「地域密着型金融推進計画」に取組んでまいりました。
　「地域密着型金融推進計画」につきましては、平成23年に策定した「第十四次中期2ヶ年計画」の重要な柱として掲げ、次の３つの内容を引き
続き「恒久的」かつ「自主的」に取組んでまいります。

（1）ライフサイクルに応じた取引先企業の支援の一層の強化
中小企業の様々な成長段階にあわせた審査・支援機能の強化
①事業再生
②創業・新事業支援
③経営改善支援
④事業承継

（2）事業価値を見極める融資手法をはじめ中小企業に適した資金供給方法の徹底
①事業価値を見極めた融資（不動産担保・個人保証に過度に依存しない融資）の徹底
②その他中小企業に適した資金供給手法の徹底

（3）地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献
①地域の面的再生
②地域活用化につながる多様なサービスの提供
③地域へのコミットメント、公共部門の規律付け

（単位：先数）
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地域密着型金融の取り組みについて金融円滑化に向けた取り組み状況について
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